
コロナ禍における女性への影響と課題

日本労働組合総連合会（連合）
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コロナ禍におけるジェンダー平等 ①

◆国連諸機関トップによる声明
＜グテーレス国連事務総長＞
新型コロナウイルス感染症対策において、女性に対する暴力の防止
と救済を重要事項となるよう要請

＜ムランボ＝ヌクカUNWomen事務局長＞
“陰のパンデミック”が、新型コロナウイルス感染症の経済への影響を
更に増大させるおそれがあるため、全ての国が、女性のためのシェル
ターや相談窓口を必要不可欠なサービスとして利用可能にし、情報
の周知・啓発をしなければならない

【資料出所：内閣府「共同参画」No.134】
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コロナ禍におけるジェンダー平等 ②

【資料出所：内閣府「共同参画」No.134】

◆G７各国の女性・女児に対する取り組み
・G7各国においては、外出制限下で、女性・女児に対する暴力被害が急増していることに対し、
相談窓口の設置、支援団体への拡充など、幅広い取り組みが行われている。

◆意思決定過程への女性の参画の重要性
・グテーレス事務総長のビデオメッセージで、各国政府に対し、女性・女児を新型コロナウイルス感染症
からの回復に向けた取り組みの中心に据えるよう強く要請、また、そのためには、女性がリーダーとして、
平等な代表権と意思決定権を持つことが必要であると、意思決定機関への女性の参画の重要性を
強調した。
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世論喚起

連合アクション
の取り組み
（毎月5日
「05の日」

一斉行動など）

雇用動向に関するモバイル調査・コロナ影響が大きな産業／業種の重点的把握

連合「コロナ禍における雇用・生活対策本部」主な取り組み項目

まもる

税制対策

政府信用保証付きの資金繰り支援

創り
出す

デジタルガバメント推進・マイナンバー活用

労使・政労使の対話

全国社労士会との連携 派遣協・技能協との協働

主に連合本部の取り組み 主に地方連合会の取り組み

つなぐ

すべての働く者・生活者の命と雇用と暮らしをまもり、「働くことを軸とする安心社会」を実現する

連合ビジョン

構
成
組
織
と
の
連
携
・
取
り
組
み
支
援

連合HP・SNS
での発信強化

各団体との
協働・対話

メディアを
通じた発信

ゆにふぁんを通じた就労・生活支援

経営者団体・都道府県労働局との連携（「プラットフォーム」活用）

コロナ禍の課題についてオンライン集会・総対話

コロナ禍とジェンダー平等問題に関する関係団体との連携・発信

取り組み状況は
ツールを用いて
タイムリーに
相互共有

雇用SOS労働相談

アウトリーチ型支援従事者・大学生・外国人の支援者等との対話

中小・地場企業支援中小企業における生産性向上・人への投資

失業なき労働移動のスキーム

パート・有期・派遣社員等の失業対策

生活困窮者支援策強化

地域における雇用確保

労働者自主福祉運動との連携
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■９月
相談
内容

■８月
相談
内容

連合「なんでも労働相談ホットライン」 0120-154-052
いこうよ れんごうに

1月

９５４
（＋４６）
※75

1,453
（-442）
※80

1,656
(+541）
※123

1,966
(+823）

※299

1,469
(+105）
※223

2,811
(+1,171
※１５３

2020年1月～12月の相談件数 18,445件（前年同月比 +4,110件） ※メール相談1,615件

■2月までの
相談内容

13カ月連続トッ
プ
「パワハラ・嫌が
らせ」

2位
「解雇・退職強要・契
約打切」

約5割強が
正社員からの相
談

４カ月連続で
医療・福祉従事
者からの相談が
トップ、 全体の2
割

■3月
相談内容

トップ「解
雇・退職
強要・契
約打切」
(11.7%）

2位「パ
ワハラ・
嫌がら
せ」

(9.4%）

■４月
相談
内容

■５月
相談
内容

■６月
相談
内容

5/25緊急事態宣言解除4/7 7都府県緊急事態宣言

4/16全都道府県緊急事態宣言2/27 小中高 休校要請

1,499
(+353)
※１12

■７月
相談
内容

６割強が正社員以外からの相談

サービス業関係従事者からの相談がトップ

全体の約2割

【総務省11月労働力調査】
正規雇用は前年同月に比べ21万人増、６
か月連続の増加。非正規雇用で働く労働
者は2124万人。前年同月に比べ62万人の
減少。9か月連続の減少

1,087
(+291)
※86

トップ 「休業補償」
(13.5%） (15.7%）

1,237
(+330)
※131

1,427
(+361)
※126

■10月
相談
内容

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1,132
(+101)
※94

1,764
(+430)
※113

■11月
相談
内容

■12月
相談
内容

医療・福祉従事者からの相談
全体の約2割

5割超が正社員以外からの相談

2位 「解雇・退職強要・契約打切」
(11.7%） (13.2%） (12.1%） (13.0%） （13.4%） （13.1%) (11.4%） (13.1%） (

トップ 「パワハラ・嫌がらせ」
(12.6%） (14.7%） (13.9%） (15.6%） (17.3%) (19.0%) (21.1%)

サービス
業関係従
事者トッ
プ 全体

の約2割

5割超が
正社員から

の相談

医療・福
祉従事者
からの相
談 全体
の約2割
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連合「男性の育児等家庭的責任に関する意識調査2020」

2020年10月26日～10月28日の3日間でインターネットリサーチにより実施し、未就学の子ども
がいる全国の20歳～59歳の働く人1,000名（男性500名、女性500名）の有効サンプルを集計。

＜分析の視点＞

休園時に子どもの面倒を
見ていたのは、女性の場
合は「自分」、男性の場
合は「配偶者・パート
ナー」が最多で、女性の
「配偶者・パートナー」
はわずか。コロナ禍で女
性への育児負担がさらに
増したのではないか。
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連合「テレワークに関する調査2020」

2020年6月5日～6月9日の5日間でインターネットリサーチにより実施し、今年4月以降にテレ
ワークを行った全国の18歳～65歳の男女（会社員・公務員・団体職員・パート・アルバイト）

1,000名の有効サンプルを集計。

＜分析の視点＞

同じ30歳～39歳の言わば
子育て世代でも男女で大
きな差。固定的性別役割
分担意識が根強く、育児
等負担が女性にさらに偏
る中で、必要性に迫られ
てやむなく希望している
女性が多いのではないか。
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連合「テレワークに関する調査2020」

＜分析の視点＞

高校生までの子と同居している人たちが感じている「子どもが家にいるときのテレワー
クに難しさを感じる程度には雇用形態や性別による有意差はない。しかし、難しさを感
じる理由として、テレワークのペースを乱さずに子どものニーズに対応することがとり
わけ困難と思われる「子どもの昼食の準備をしないといけないから」、「子どもが頻繁
に話しかけてくるから」といった要因を挙げるのは、正規雇用者どうしで比較しても、
男性に比べて女性の方が有意に多くなっている。
このことから、手のかかる時期の子どもを持ちながらテレワークをする女性労働者は、
自身のテレワークに伴う労働の負荷の高まりに加え、テレワークをするパートナーがい
る場合には、そのパートナーの労働の負荷も高まっているため、男性の家事・育児等の
一層の参入が難しくなり、通常時よりも量的に増大した家事・育児を、通常時よりも一
層女性に偏ったかたちで担当せざるを得なくなっているのではないか。
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連合「コロナ禍における雇用に関する調査2020」

2020年11月19日～11月26日の8日間でインターネットリサーチにより実施し、
全国の18歳～65歳の被雇用者1,000名（男性500名、女性500名）の有効サンプルを集計。

＜分析の視点＞

男女ともに正規より非正
規の方が「わからない」
が多い。正規の「減少」
をもって影響をはかる以
上に、今後を見通せない
非正規の不安に着目すべ
きではないか。
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連合「コロナ禍における雇用・生活対策本部」

コロナ禍におけるジェンダー平等課題に関する意見交換会

11

＜有識者＞※あいうえお順

圷由美子 弁護士（東京駿河台法律事務所）
遠藤智子 一般社団法人社会的包摂サポートセンター事務局長
大沢真知子 日本女子大学人間社会学部現代社会学科教授
内藤忍 （独）労働政策研究・研修機構労使関係部門副主任研究員
中野麻美 弁護士（りべるて・えがりて法律事務所）
新村響子 弁護士（日本労働弁護団事務局次長）
皆川満寿美 中央学院大学現代教養学部准教授
村尾祐美子 東洋大学社会学部社会学科准教授
柚木康子 均等待遇アクション21事務局

目的：①コロナ禍における女性の雇用やジェンダー課題について、関係団体など
と連携し、社会にいかに「発信」していくか

②内閣府に設置された「コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会」
に労働側の委員が入っていない

2020.10.28、12.10、2021.1.26、2.24 4回開催



女性や若年層の雇用等
◆ 女性の、かつ非正規雇用で働く労働者への影響が大きい。飲食や通信、運輸、

不動産、小売りといったサービス産業を支える労働者が低賃金かつ劣悪な雇
用・労働環境に置かれている。清掃現場での防護服なしでの作業など、スト
レス要因が感染リスクを高める悪循環に。

◆ 女性や中高生、大学生の自死の問題。とりわけ高卒女子の就職難が深刻。
◆ 非正規雇用の女性の場合、すぐに弁護士にアクセスできない問題も。

連合「コロナ禍における雇用・生活対策本部」

コロナ禍におけるジェンダー平等課題に関する意見交換会

テレワーク等
◆ 急速に普及したテレワークについて、政府も世の中も推奨する風潮において、
長時間労働の問題を含めて労働時間管理が二の次に。生活コアタイムに着目
し、そこへのアクセスは生活への侵害であるという観点が重要。

◆ 一斉休校や男性の在宅勤務により女性の家庭内における無償労働の負担が増
加。そのような想像力が働かない人たちが政策を実行している。

◆ テレワークを実施しているのは、言わば恵まれた男性正社員や管理職、専門
職の割合が多い。女性や非正規には広がっていない。

ハラスメントや誹謗中傷、暴力等
◆ 出勤による感染をおそれる妊産婦の保護が重要。育児休業明けで復職を求め
たら解雇という事案も。育児等を行っている労働者が排除される傾向。
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コロナ禍におけるジェンダー平等課題に関する意見交換会
提 言

（第18回中央執行委員会／2021.2.24）

14

Ⅰ．調査会社の用意するモニターではなく、無作為抽出標本を対象に全国調査を
行い、偏りない実態把握と問題の可視化を

◇コロナ禍で女性が置かれている実態を偏りなく可視化することが重要です。
モニター調査ではない大規模調査は民間では困難であり、地方支分部局を持つ国や
地方自治体が、全国を網羅する偏りないデータを収集すべきです。そのうえで、国
は調査の分析担当者に属性の偏りがないよう配慮するとともに、多様な視点での分
析が進むよう、元データを広く一般の研究者にも公開すべきです。

↑第18回中央執行委員会が提言を受ける

↑

二
月
一
六
日
に
開
か
れ
た

衆
議
院
予
算
委
員
会
で
は

提
言
を
紹
介
し
な
が
ら

意
見
陳
述
を
行
っ
た
。
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Ⅱ．ジェンダー視点でテレワークの課題を明らかにし、必要な対策を

１．実施状況の属性にもとづく調査・分析と、政府目標「7割」の検証を

◇国は、「テレワーク7割」を掲げていますが、性別・雇用形態別・業種別・職種別・
従業員規模別に実施状況を調査・分析し、実態に合っているのか検証すべきです。
そのうえで、テレワークにおける雇用形態等による不合理な機会の格差とそれによる
待遇の差別を防ぐとともに、実施できない場合の感染リスク対策のため、当該業種等
の労働者と事業主への支援策を重点的に講ずるべきです。

◇また、採用段階から非正規雇用を増やしてきたこれまでの労働政策を見直すとともに、
正規雇用化の実現へ向けて、国は指導力を発揮すべきです。

２．労働者の負担軽減のため、事業主の責任の明確化や保育サービス等の充実を

◇テレワークに伴い、本来は事業主が対策を講ずるべき課題を労働者個人に負わせる
ことがないよう、責任の明確化をはかるべきです。

◇女性のキャリアが悪影響を受けたり、無償・有償労働の負担が過剰になったりしない
よう、テレワーク下においても保育所はもちろん、子育て支援事業やサービスをきち
んと利用できるように十分な供給を確保するとともに、男性の育児・家事等への参入
や長時間労働防止を促進すべきです。

コロナ禍におけるジェンダー平等課題に関する意見交換会 提言
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Ⅲ．確実に行き届く支援を
公共部門や、ＮＰＯ等への財政的措置で雇用創出を

◇今後のために、特別定額給付金の給付対象者の性別ごとの受給状況を調査・検証
すべきです。
また、同給付金の申請権者、受給権者は世帯主とされましたが、その背景にある
男性稼ぎ主モデルを見直し、一人ひとりに支援や保障が確実に行き届くスキームを
構築すべきです。

◇新型コロナウイルス感染症対策関連の事業だけでも国から民間委託されているもの
はたくさんあり、それらを含む公共部門での雇用を積極的に創出すべきです。

◇また、国として休業支援金・給付金等の各種制度の認知度向上と利用促進に努める
一方で、情報提供や直接的な支援を行うＮＰＯ等の民間団体や法曹団体を含めた
ネットワークを拡充・強化することが重要です。なお、そのような団体では資金も
人材も不足しており、それらへの財政的措置を行い、雇用を失った人たちが、自ら
が支援する側として訓練を受けながら働けるようになれば、雇用の回復につながり
ます。

コロナ禍におけるジェンダー平等課題に関する意見交換会 提言

提言を受けて 【今後のスケジュール】
・4月以降にシンポジウムを開催予定
・政府・政党への要請 など



まとめ

１ “エッセンシャルワーカー”と言葉で称賛するだけでなく、正当な評価に応じた賃金が
支払われなければ女性の待遇改善は見込めない。均等待遇や同一価値労働同一賃金の
実現のためのさらなる取り組みが必要。

２ 女性の失われた雇用が統計に表れてこない。経済的に困窮した女性が風俗産業や売春
的な行為に向かっている可能性。そもそもモニター調査では対象が限定されるので本
当の実態は把握できない。ジェンダー統計の重要性。

３ コロナ禍でテレワークが推奨されているが、実施しているのは、男性正社員や管理職、
専門職の割合が多く、女性やいわゆる非正規労働者には広がっていない実態も。性別
や業種・職種別、企業規模別に分析し、問題（負の側面）を明らかにした上で、対策
をはかることが必要。

４ 信頼できる公的な相談体制の整備と、ＮＰＯ等民間レベルでの取り組みの支援が必要。
経済面を含む直接的な支援が求められている。とりわけ年末年始にかけて、宿泊・避
難場所や食料・衛生用品等の提供などの特別の対策を準備することが必要。

５ 中長期的には、固定的性別役割分担意識の払拭と、育児等を社会全体で支える仕組み
の充実により、女性の雇用と所得を安定させることが重要。
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女性労働者の職業的キャリアが悪影響を受けたり、女性の無償・有償労働の負担が過剰にな
らないように、①テレワークに伴う労働負担の増大を防ぐこと、②テレワーク下でも男性の
育児・家事参入を促進すること、③テレワークする親に対しても育児に関する社会的な支援
（保育施設の整備・拡充、保育サービス利用支援等）を同様に供給すること、が必要。


